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（１）審議概観

　第166回国会において本委員会に付託された法律案は、衆議院議院運営委員会提出

の３件であり、いずれも可決した。

　なお、本委員会に付託された請願はなかった。

〔法律案の審査等〕

　国立国会図書館法の一部を改正する法律案は、国立国会図書館の事務の合理化を図

るため、国立国会図書館の館長が作成する出版物の目録又は索引について、その提供

方法を見直すとともに、出版物を寄贈した発行者等に対して当該出版物が登載された

目録を送付する事務を廃止するものである。

　本法律案は、３月27日に衆議院から提出、同日、本委員会に付託され、28日に全会



一致をもって可決された。

　国会職員法の一部を改正する法律案は、専門的な知識経験又は優れた識見を有する

者の採用の円滑化を図るため、国会職員について、任期を定めた採用に関する事項を

定めるものである。

　本法律案は、4月26日に衆議院から提出、5月8日、本委員会に付託され、９日に

全会一致をもって可決された。

国会職員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案は、一般職の国家公務

員の育児短時間勤務制度の創設等に準じて、国会職員について、その小学校就学の始

期に達するまでの子を養育するため、育児短時間勤務の制度を設ける等の措置を講ず

るものである。　　

　本法律案は、4月26日に衆議院から提出、５月８日、本委員会に付託され、９日に

全会一致をもって可決された。

　なお、1月25日に、防衛庁の防衛省への移行に伴い所要の規定の整理を行う参議院

規則の一部を改正する規則案及び参議院政治倫理審査会規程の一部を改正する規程案に

ついて、委員会の審査を省略し、本会議に上程することを決定した。

（２）委員会経過

○平成19年１月24日（水）（第165回国会閉会後第１回）

○参議院、国立国会図書館、裁判官弾劾裁判所及び裁判官訴追委員会の平成19年度予定

　経費要求及び平成18年度予定経費補正要求（第１号）に関する件について決定した。

○平成19年１月25日（木) (第１回）

一、外交防衛委員長及び文教科学委員長の辞任及びその補欠選任について決定した。

一、災害対策特別委員会、沖縄及び北方問題に関する特別委員会、政治倫理の確立及び

　　選挙制度に関する特別委員会、北朝鮮による拉致問題等に関する特別委員会、政府

　　開発援助等に関する特別委員会及び日本国憲法に関する調査特別委員会を設置し、

　　委員の会派割当をそれぞれ次のとおりとすることに決定した。

　　災害対策特別委員会

　自由民主党10人、民主党・新緑風会７人、公明党２人、日本共産党１人　計20人

沖縄及び北方問題に関する特別委員会

　自由民主党９人、民主党・新緑風会７人、公明党２人、日本共産党及び社会民主

　党・護憲連合各１人　計20人

政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委員会

　自由民主党16人、民主党・新緑風会13人、公明党３人、日本共産党、社会民主党・

　護憲連合及び国民新党各１人　計35人



　　　北朝鮮による拉致問題等に関する特別委員会

　　　　自由民主党10人、民主党・新緑風会７人、公明党２人、日本共産党１人　計20人

　　　政府開発援助等に関する特別委員会

　　　　自由民主党14人、民主党・新緑風会10人、公明党３人、日本共産党、社会民主党・

　　　　護憲連合及び国民新党各１人　計30人

　　　日本国憲法に関する調査特別委員会

　　　　自由民主党16人、民主党・新緑風会12人、公明党４人、日本共産党、社会民主党・

　　　　護憲連合及び国民新党各１人　計35人

　一、次の構成により庶務関係小委員会及び図書館運営小委員会を設置することを決定し

　　　た後、それぞれ小委員及び小委員長を選任した。

　　　　自由民主党８人、民主党・新緑風会５人、公明党２人　計15人

　　　　なお、各小委員の変更の件については、委員長に一任することに決定した。

　一、参議院規則の一部を改正する規則案（市川一朗君外6名発議）の委員会の審査を省

　　　略し、本日の本会議に上程することに決定した。

　一、参議院政治倫理審査会規程の一部を改正する規程案（市川一朗君外6名発議）の委

　　　員会の審査を省略し、本日の本会議に上程することに決定した。

　一、常任委員会合同審査会規程の一部改正に関する件について決定した。

　一、外国派遣議員の報告書を本委員会の会議録に掲載することに決定した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年１月26日（金）（第２回）

　一、本会議における内閣総理大臣外３国務大臣の演説に対し、次の要領により質疑を行

　　　うことに決定した。

　　　イ、日取り　１月30日及び31日

　　　ロ、時　間　自由民主党50分、民主党・新緑風会80分、公明党30分、日本共産党及

　　　　　　　　　び社会民主党・護憲連合各10分

　　　ハ、人　数　自由民主党及び民主党・新緑風会各３人、公明党、日本共産党及び社

　　　　　　　　　会民主党・護憲連合各１人

　　　ニ、順　序　１民主党・新緑風会　２自由民主党　３公明党　４民主党・新緑風会

　　　　　　　　　５自由民主党　６民主党・新緑風会　７自由民主党　８日本共産党

　　　　　　　　　９社会民主党・護憲連合

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年１月30日（火）（第３回）

　一、事務総長から副議長の辞任願に関する報告を聴いた。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年１月31日（水）（第４回）

　○本日の本会議の議事に関する件について決定した。



○平成19年２月６日（火）（第5回）

　一、地方交付税法等の一部を改正する法律案について本会議においてその趣旨の説明を

　　　聴取しないことに決定した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年２月14日（水）（第６回）

　一、国土審議会特別委員の推薦について決定した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年２月21日（水）（第７回）

　一、次の件について林内閣府副大臣、武見厚生労働副大臣及び望月国土交通副大臣から

　　　説明を聴いた後、同意を与えることに決定した。

　　　イ、国家公安委員会委員の任命同意に関する件

　　　ロ、公益認定等委員会委員の任命同意に関する件

　　　ハ、労働保険審査会委員の任命同意に関する件

　　　ニ、中央社会保険医療協議会委員の任命同意に関する件

　　　ホ、航空・鉄道事故調査委員会委員長及び同委員の任命同意に関する件

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年３月９日（金）（第８回）

　一、荒井正吾君の議員辞職を許可することに決定した。

　一、中央選挙管理会委員及び同予備委員の指名について決定した。

　一、平成十九年度における財政運営のための公債の発行の特例等に関する法律案及び所

　　　得税法等の一部を改正する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴取す

　　　ることとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年３月14日（水）（第９回）

　一、本会議における平成十九年度地方財政計画についての総務大臣の報告とともに、地

　　　方税法の一部を改正する法律案及び地方交付税法等の一部を改正する法律案につい

　　　てその趣旨の説明を聴取することとし、これらに対し、次の要領により質疑を行う

　　　ことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年３月16日（金）（第10回）

　一、特別会計に関する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴取することと

　　　し、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。



　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年３月23日（金）(第11回）

　一、雇用保険法等の一部を改正する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴

　　　取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年３月26日（月）（第12回）

　○本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年３月28日（水）（第13回）

　一、国立国会図書館法の一部を改正する法律案（衆第10号）（衆議院提出）を可決した。

　　　　（衆第10号）賛成会派　自民、民主、公明

　　　　　　　　　　反対会派　なし

　一、参議院事務局職員定員規程の一部改正に関する件について決定した。

　一、国立国会図書館組織規程の一部改正を承認することに決定した。

　一、国立国会図書館職員定員規程の一部改正を承認することに決定した。

　一、国立国会図書館長黒澤隆雄君の辞任を承認することに決定した。

　一、国立国会図書館長に長尾真君を任命することに決定した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年３月29日（木）（第14回）

　一、次の件について鈴木内閣官房副長官、平沢内閣府副大臣、林内閣府副大臣、大村内

　　　閣府副大臣、水野法務副大臣及び富田財務副大臣から説明を聴いた後、同意を与え

　　　ることに決定した。

　　　イ、会計検査院情報公開・個人情報保護審査会委員の任命同意に関する件

　　　ロ、食品安全委員会委員の任命同意に関する件

　　　ハ、原子力安全委員会委員の任命同意に関する件

　　　ニ、情報公開・個人情報保護審査会委員の任命同意に関する件

　　　ホ、地方分権改革推進委員会委員の任命同意に関する件

　　　ヘ、公認会計士・監査審査会会長及び同委員の任命同意に関する件

　　　ト、預金保険機構監事の任命同意に関する件

　　　チ、中央更生保護審査会委員の任命同意に関する件

　　　リ、日本銀行政策委員会審議委員の任命同意に関する件

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。　

○平成19年４月11日（水）（第15回）

　○本日の本会議の議事に関する件について決定した。



○平成19年４月13日（金）（第16回）

　一、国際刑事裁判所に関するローマ規程の締結について承認を求めるの件及び国際刑事

　　　裁判所に対する協力等に関する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴

　　　取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分、公明党10分

　　　ロ、人　数　各派１人

　　　ハ、順　序　大会派順

一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年４月16日（月）（第17回）

　一、日本国憲法の改正手続に関する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴

　　　取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　自由民主党10分、民主党・新緑風会15分、公明党10分、日本共産党及

　　　　　　　　　び社会民主党・護憲連合各５分

　　　ロ、人　数　各派１人

　　　ハ、順　序　大会派順

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年４月18日（水）（第18回）

　一、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律案について本会議においてそ

　　　の趣旨の説明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに

　　　決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年４月20日（金）（第19回）

　一、産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律案、中小企業による地域産業資源

　　　を活用した事業活動の促進に関する法律案及び企業立地の促進等による地域におけ

　　　る産業集積の形成及び活性化に関する法律案について本会議においてその趣旨の説

　　　明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　自由民主党10分、民主党・新緑風会15分、公明党10分

　　　ロ、人　数　各派1人

　　　ハ、順　序　大会派順

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年４月25日（水）（第20回）

　一、駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法案について本会議においてその趣

　　　旨の説明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定

　　　した。



　　　イ、時　間　自由民主党10分、民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　各派１人

　　　ハ、順　序　大会派順

　一、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等

　　　に関する特別措置法の一部を改正する法律案について本会議においてその趣旨の説

　　　明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年４月27日（金）（第21回）

　一、少年法等の一部を改正する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴取す

　　　ることとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、株式会社日本政策金融公庫法案及び株式会社日本政策金融公庫法の施行に伴う関係

　　　法律の整備に関する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴取すること

　　　とし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年５月９日（水）（第22回）

　一、国会職員法の一部を改正する法律案（衆第21号）（衆議院提出）を可決した。

　　　　（衆第21号）賛成会派　自民、民主、公明

　　　　　　　　　　反対会派　なし

　一、国会職員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案（衆第22号）（衆議院

　　　提出）を可決した。

　　　　（衆第22号）賛成会派　自民、民主、公明

　　　　　　　　　　反対会派　なし

　一、育児短時間勤務国会職員等についての国会職員の給与等に関する規程等の特例に関

　　　する規程の制定に関する件について決定した。

　一、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案について本

　　　会議においてその趣旨の説明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質

　　　疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　自由民主党10分、民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　各派１人

　　　ハ、順　序　大会派順

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。



○平成19年５月11日（金）（第23回）

　一、株式会社商工組合中央金庫法案について本会議においてその趣旨の説明を聴取する

　　　こととし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年５月14日（月）（第24回）

　一、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律案について本会議においてその趣旨の

　　　説明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年５月16日（水）（第25回）

　一、地方公営企業等金融機構法案について本会議においてその趣旨の説明を聴取するこ

　　　ととし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年５月18日（金）（第26回）

　一、ちゅらの会を立法事務費の交付を受ける会派と認定した。

　一、雇用対策法及び地域雇用開発促進法の一部を改正する法律案について本会議におい

　　　てその趣旨の説明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うこ

　　　とに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年５月21日（月）（第27回）

　一、学校教育法等の一部を改正する法律案、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

　　　の一部を改正する法律案、教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部を改正する

　　　法律案、日本国教育基本法案、教育職員の資質及び能力の向上のための教育職員免

　　　許の改革に関する法律案、地方教育行政の適正な運営の確保に関する法律案及び学

　　校教育の環境の整備の推進による教育の振興に関する法律案について本会議におい

　　　てその趣旨の説明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うこ

　　　とに決定した。

　　　イ、時　間　自由民主党10分、民主党・新緑風会15分、公明党10分

　　　ロ、人　数　各派１人



　　　ハ、順　序　大会派順

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年５月23日（水）（第28回）

　一、イラクにおける人道復興支援活動及び安全確保支援活動の実施に関する特別措置法

　　　の一部を改正する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴取することと

　　　し、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年５月25日（金）（第29回）

　一、更生保護法案について本会議においてその趣旨の説明を聴取することとし、これに

　　　対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年５月30日（水）（第30回）

　○本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年６月１日（金）（第31回）

　○本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年６月４日（月）（第32回）

　一、日本年金機構法案及び国民年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を

　　　改正する法律案について本会議においてその趣旨の説明を聴取することとし、これ

　　　に対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　自由民主党10分、民主党・新緑風会15分、公明党10分

　　　ロ、人　数　各派１人

　　　ハ、順　序　大会派順

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年６月６日（水）（第33回）

　一、地方公共団体の財政の健全化に関する法律案について本会議においてその趣旨の説

　　　明を聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年６月８日（金）（第34回）

　○本日の本会議の議事に関する件について決定した。



○平成19年６月11日（月)（第35回）

　一、国家公務員法等の一部を改正する法律案について本会議においてその趣旨の説明を

　　　聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　自由民主党10分、民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　各派1人

　　　ハ、順　序　大会派順

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年６月13日（水）（第36回）

　一、公認会計士法等の一部を改正する法律案について本会議においてその趣旨の説明を

　　　聴取することとし、これに対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。

　　　イ、時　間　民主党・新緑風会15分

　　　ロ、人　数　１人

　一、本会議において国際問題に関する調査会、経済・産業・雇用に関する調査会及び少

　　　子高齢社会に関する調査会の報告を聴取することに決定した。

　一、ワーク・ライフ・バランスの推進に関する決議案（広中和歌子君外8名発議）の委

　　　員会の審査を省略することに決定した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年６月15日（金）（第37回）

　一、本会議において政府開発援助等に関する特別委員会の中間報告を聴取することに決

　　　定した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年６月20日（水）（第38回）

　一、次の件について大村内閣府副大臣、田村総務副大臣、遠藤文部科学副大臣、武見厚

　　　生労働副大臣及び望月国土交通副大臣から説明を聴いた後、同意を与えることに決

　　　定した。

　　　イ、公正取引委員会委員長及び同委員の任命同意に関する件

　　　ロ、証券取引等監視委員会委員長及び同委員の任命同意に関する件

　　　ハ、預金保険機構理事の任命同意に関する件

　　　ニ、電気通信事業紛争処理委員会委員の任命同意に関する件

　　　ホ、公害等調整委員会委員長及び同委員の任命同意に関する件

　　　ヘ、日本放送協会経営委員会委員の任命同意に関する件

　　　ト、宇宙開発委員会委員の任命同意に関する件

　　　チ、労働保険審査会委員の任命同意に関する件

　　　リ、中央社会保険医療協議会委員の任命同意に関する件

　　　ヌ、社会保険審査会委員の任命同意に関する件

　　　ル、航空・鉄道事故調査委員会委員の任命同意に関する件

　一、国会議員の資産等の公開に関する規程の一部改正に関する件について決定した。



　一、地方制度調査会委員の推薦について決定した。

　一、外交防衛委員長田浦直君解任決議案（柳田稔君外5名発議）の委員会の審査を省略

　　　することに決定した。

　一、文教科学委員長狩野安君解任決議案（佐藤泰介君外5名発議）の委員会の審査を省

　　　略することに決定した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年６月29日（金）（第39回）

　一、厚生労働大臣柳澤伯夫君問責決議案（輿石東君外17名発議）の委員会の審査を省略

　　　することに決定した。

　一、内閣総理大臣安倍晋三君問責決議案（輿石東君外10名発議）の委員会の審査を省略

　　　することに決定した。

　一、厚生労働委員長鶴保庸介君解任決議案（津田弥太郎君外10名発議）の委員会の審査

　　　を省略することに決定した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

○平成19年７月５日（木）（第40回）

　一、元内閣総理大臣故宮澤喜一君に対し、院議をもって弔詞をささげることに決定した。

　一、外国派遣議員の報告書を本委員会の会議録に掲載することに決定した。

　一、議院及び国立国会図書館の運営に関する件の継続審査要求書を提出することに決定

　　　した。

　一、閉会中における本委員会所管事項の取扱いについてはその処理を委員長に、小委員

　　　会所管事項の取扱いについてはその処理を小委員長にそれぞれ一任することに決定

　　　した。

　一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。

　庶務関係小委員会

○平成19年１月24日（水）（第165回国会閉会後第１回）

　○参議院の平成19年度予定経費要求及び平成18年度予定経費補正要求（第１号）に関す

　　る件について協議決定した。

　図書館運営小委員会

○平成19年１月24日（水）（第165回国会閉会後第１回）

　○国立国会図書館の平成19年度予定経費要求及び平成18年度予定経費補正要求（第１号）

　　に関する件について協議決定した。



○平成19年３月28日（水）(第１回）

　○次の件について協議決定した。

　　イ、国立国会図書館法の一部改正に関する件

　　ロ、国立国会図書館組織規程の一部改正に関する件

　　ハ、国立国会図書館職員定員規程の一部改正に関する件

　　ニ、東洋文庫との支部図書館契約の解消に関する件

（３）議案の要旨

○成立した議案

　　　　　　　　国立国会図書館法の一部を改正する法律案（衆第10号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案の内容は、次のとおりである。

一、全国書誌の提供方法の変更

　　館長が出版を行うものとされている全国書誌（日本国内で刊行された出版物の目録又

　は索引）の提供方法を変更する。

二、全国書誌の送付事務の廃止

　　国立国会図書館に出版物を寄贈した発行者又は出版物を遺贈した発行者の相続人に対

　して当該出版物を登載した全国書誌を送付する事務を廃止する。

三、施行期日等

　１　この法律は、平成19年４月１日から施行する。ただし、全国書誌の提供方法の変更

　　は、同年７月１日から施行する。

　２　平成19年３月31日までに国立国会図書館が発行者から寄贈又は遺贈を受けた出版物

　　に係る全国書誌の送付については、なお従前の例による。

　　　　　　　　国会職員法の一部を改正する法律案（衆第21号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、専門的な知識経験又は優れた識見を有する者の採用の円滑化を図るため、

国会職員について、任期を定めた採用に関する事項を定めるもので、その主な内容は次の

とおりである。

一、各本属長は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその者が有する当

　該高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用して遂行することが特に必

　要とされる業務に従事させる場合には、任期を定めて国会職員を採用することができる。

二、各本属長は、一によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知識経験が

　必要とされる業務に従事させる場合において、両議院の議長が協議して定める場合に該

　当するときであって、当該専門的な知識経験を有する者を当該業務に期間を限って従事

　させることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは、任期を定めて国会



　職員を採用することができる。

三、一及び二により採用される国会職員の任期及び任用の制限については、一般職の任期

　付職員の採用及び給与の特例に関する法律の適用を受ける職員の例による。

四、一、二及び三は、各議院事務局の議長又は副議長の秘書事務をつかさどる参事及び常

　任委員会専門員並びに国立国会図書館の専門調査員並びに非常勤の職員の採用について

　は、適用しない。

五、この法律は、平成20年４月１日から施行する。

　　　　国会職員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案（衆第22号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、一般職の国家公務員の育児短時間勤務制度の創設等に準じて、国会職員に

ついて、その小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、育児短時間勤務の制度

を設ける等の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、国会職員は、本属長の承認を受けて、当該国会職員の小学校就学の始期に達するまで

　の子を養育するため、育児短時間勤務をすることができる。

二、１人の育児短時間勤務国会職員が占める職に、他の１人の育児短時間勤務国会職員を

　任用することを妨げない。

三、育児短時間勤務国会職員の後補充のため、任期付短時間勤務国会職員（非常勤）を任

　用することができる。

四、部分休業の対象となる子を小学校就学の始期に達するまでの子とし、部分休業の名称

　を育児時間とする。

五、この法律は、国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律の施行の日

　から施行する。




